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抄録：目的：男性の更年期障害（加齢性腺機能低下症候
群：LOH症候群）は，中高年男性の身体的および精神的
な健康に影響を及ぼす．しかし，日本では認知度が低く，
適切な診断や治療を受けていない従業員が多いのが現状
である．本研究では，日本の働く男性における更年期に
関する健康課題，リテラシー，およびプレゼンティーイ
ズム（出勤はしているが健康問題により生産性が低下し
ている状態）について業種を考慮に入れて明らかにする
ことを目的とした．方法：本調査は，東京の業種の異な
る企業 3社に勤務する35歳以上の男性社員3,362名を対象
に実施した．調査内容には，健康状態（Aging Males' 
Symptoms （以下，AMS）スコアを含む），リテラシー，
職場環境，仕事への影響に関する質問が含まれた．労働
生産性の損失を表すプレゼンティーイズムの評価には，
単一質問式プレゼンティーイズム評価尺度を用いた．調
査は自己記入式WEB質問票を通じて匿名で実施した．結
果：有効回答者数は1,811名で，年齢層は30代から60代以
上まで幅広く分布していた．職位に関しては，1.3％が役
員，31.9％が管理職，53.1％が一般社員であった．「男性
更年期」という言葉の認知度は79.2％と高かったものの，
その具体的な症状を理解している従業員は19.0％にとど
まった．参加者のAMSスコアは，9.4％が重度，21.5％が

中等度であり，全体の 3割程度が中等度以上の症状を抱
えていることが判明した．仕事への影響として最も多く
挙げられたのは「集中できない」で，58.8％の回答者が
選択をしていた．中等症または重度の症状を持つ社員の
プレゼンティーイズムは26.4％だった．さらに，症状を
持つ社員のうち14.8％がプレゼンティーイズムは50％以
上であると答えていた．考察と結論：本調査によって，
日本企業における男性更年期の実態の一端が明らかにな
り，男性更年期症状が労働生産性に大きな影響を与える
可能性が示唆された．
（産衛誌 2026; 68（3）: 99–106）
doi: 10.1539/sangyoeisei.2025-026-E
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I．緒　言

　近年，女性と同様に男性にも更年期があることが認知
されてきた．政府も2025年の「経済財政運営と改革の基
本方針」（骨太の方針）に男性更年期障害への対応推進を
初めて明記することを発表した1）．男性更年期障害は加
齢性腺機能低下症（Late Onset Hypogonadism症候群，
LOH症候群）とも呼ばれ，主に加齢または環境要因に
よって急激に男性ホルモンが低下することで起こる全身
の諸症状を指す．ストレスや加齢などの要因によって男
性ホルモンの代表格であるテストステロンが低下して
様々な症状を呈する．骨密度や筋力の低下などの運動能
力の低下，男性機能の低下などの身体症状の他に，意欲
の低下や不安感などの精神神経症状をも生じる2）．要介
助状態の主因のひとつであるがん，認知症，脳血管・心
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血管疾患，フレイルにもつながる疾患として超高齢化社
会日本において対策の必要性が叫ばれている3）．本疾患
概念は，女性の更年期障害に比して比較的新しい概念と
して注目されてきたものであり，産業（衛生）界におけ
る認知度は未だ低い．
　健康経営を目指す企業にとって従業員のプレゼン
ティーイズム4-6），つまり出社しているにもかかわらず，
心身の健康上の問題があり，業務上のパフォーマンスが
上がらない状態は大きな関心事となっている．最近の研
究成果から，プレゼンティーイズムの背景に男性更年期
障害， LOH症候群が隠れている可能性が否定できない7）．
現代社会において労働者は過酷なストレスに晒されてお
り，特にアジア，日本の労働者のストレス指標は世界の
なかでも高いという調査結果がある8）．ストレス負荷が
様々な男性更年期障害を惹起し，様々な健康障害が労働
世代男性の仕事のパフォーマンスに支障をきたすことで，
ひいては経済損失につながっている可能性が示唆されて
いるのである9）．
　我が国の厚生労働省も現在関連学会と連携しつつ現状
調査に乗り出し，産業医向けのガイドライン策定に向け
て動き出しているが，企業における実態調査の報告がま
だ少なく，労働世代男性間の認知度の低さも課題解決に
向けた大きな障壁となっている．労働世代男性に限定せ
ずに2022年に厚生労働省が実施した調査10）では，「男性に
も更年期にまつわる不調があること」に対する認知・理
解が低いことが報告されており，特に，当事者である男
性の認知・理解は女性よりも低く，全年代で 8割以上の
男性が「知らない」または「聞いたことはあるが詳しく
知らない」と回答した．
　上記のような背景から，より詳細で正確な実態把握の
もとに，官民一体で本疾患における職場でのサポート体
制構築の方策を模索し，医療機関との連携を強化してい
く必要がある．近年，働く男性における更年期障害によ
る影響を調べた研究成果が報告されるようになってきた
が11, 12），幅広い業種を考慮にいれてプレゼンティーズム
を直接数値化して評価した調査はまだない．今回我々は，
その第一歩として業種の異なる労働世代男性を対象とし
た更年期障害に関する健康課題・リテラシーの実態及び
プレゼンティーズムに関するパイロット調査を実施した
ので，その結果を報告する．

II．対象と方法

1．調査対象
　業種間での比較を行うために，東京都に本社がある業
種の異なる企業 3社（化学工業（A社），情報通信業（B
社），建設業（C社））の全従業員のうち，35歳以上の男
性を対象に，男性更年期症状に関する自己記入式WEB

質問票による調査を実施した．
　調査対象者の人数は3,362名であり，回答数は1,872名，
有効回答者数は1,811名であった（有効回答率53.9％）．各
社毎の有効回答数は，A社は310名（有効回答率43.4％），
B社は225名（有効回答率60.2％），C社は名1,276（有効
回答率56.1％）であった．

2．調査期間
　2023年10月～2025年 1月の期間に，各社随時実施した．

3．調査方法
　無記名のWEB調査票を千葉大学泌尿器科と株式会社
LIFEMが作成し， 3社を通じて対象者にメール等でWEB
質問票の回答URLを各社随時配布した．対象者は，回答
URLを通じてWEB質問票にアクセスし，WEB上で回答
を行った．各社の回答期間終了後，株式会社 LIFEMが回
答データをWEBアンケートシステムから出力した．
　その上で，全ての設問に回答があった回答を有効回答
者とし，本調査における集計対象とした．

4．主な調査項目
　調査票では以下の調査項目および選択肢を設定した．
回答は各社毎に集計し，割合に対しては χ二乗検定， 3
社のプレゼンティーイズムの平均値に対しては一元配置
分散分析を行った．さらに，ボンフェローニ法を用いた
多重比較を行った．統計的有意水準は 5％とした．
①基本属性
　年代，役職
②男性更年期障害に関する認知度
　男性更年期障害に関する認知度について，「主な症状・
治療法を知っている」「主な症状のみ知っている」「主な
治療法のみ知っている」「名前だけを知っている」「全く
知らない」の 5つの選択肢を設定した．男性更年期の認
知度は「主な症状・治療法を知っている」「主な症状のみ
知っている」「主な治療法のみ知っている」「名前だけを
知っている」の合計として算出した．
③ Aging Males' Symptoms （AMS） スコア
　男性更年期障害の診断に広く用いられる男性更年期障
害質問票13）を用い，回答者毎に17項目の合計点を算出し，
男性更年期障害質問票に基づいて「なし（17点～26点）」，
「軽度（27点～36点）」，「中等度（37点～49点）」，「重度
（50点以上）」に分類した．
④ 男性更年期症状と思われる症状（疑わしい症状を含む）
の有無
　男性更年期症状と思われる症状（疑わしい症状を含む）
の有無について，「医療機関で男性更年期と診断された」
「男性更年期症状と思われる不調を感じている」「男性更
年期症状かはわからないが，疑わしい不調は感じている」
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「特に症状は感じない」の 4段階で回答を求めた．「特に症
状は感じない」と回答した従業員については，男性更年期
の症状を知らずに回答した可能性があるために，AMSス
コアを回答した上で改めて「男性更年期症状と思われる不
調を感じている」「男性更年期症状かはわからないが，疑
わしい不調は感じている」「症状はなく，日常の生活に支
障もない」の 3段階で再度回答を求め，そちらの回答を最
終回答とした．また，男性更年期症状と思われる症状（疑
わしい症状を含む）がある従業員は「医療機関で男性更年
期と診断された」「男性更年期症状と思われる不調を感じ
ている」「男性更年期症状かはわからないが，疑わしい不
調は感じている」と回答した従業員の合計とした．
⑤ 男性更年期症状と思われる症状（疑わしい症状を含む）
を原因としたプレゼンティーイズム
　「男性更年期症状と思われる症状（疑わしい症状を含
む）の有無」で「医療機関で男性更年期と診断された」
「男性更年期症状と思われる不調を感じている」「男性更
年期症状かはわからないが，疑わしい不調は感じている」
のいずれかの回答者に対し，プレゼンティーイズムの測
定方法として広く用いられる SPQ（Single-Item Presentee-
ism Question（以下，SPQ），東大 1項目版）14）の設問であ
る「病気やけががないときに発揮できる仕事の出来を
100％として過去 4週間の自身の仕事を評価してくださ
い．」を基に，独自に作成した「「男性更年期に伴う精神
的・身体的な不調（疑わしい不調を含む）が無い場合」
に発揮できる仕事の出来を100％として，直近 3か月の男
性更年期に伴う不調を感じている状況での自身の仕事の
パフォーマンスを評価してください．」の設問で回答を求
め，その回答で得られた数値を 1から差し引いた値を割
合で表示したものを，「男性更年期症状と思われる症状を
原因としたプレゼンティーイズム」と定義した．なお，
男女の更年期障害の症状の程度は月や時期によって好不
調があり，平均的な症状によるプレゼンティーイズムを
評価するため，「過去 4週間」を「直近 3か月」とした．

プレゼンティーイズムは 0％から100％の間の値を取り，
大きいほど労働生産性の損失が大きいことを示している．
⑥男性更年期症状と思われる症状の仕事への影響
　「男性更年期症状と思われる症状（疑わしい症状を含
む）の有無」で「医療機関で男性更年期と診断された」
「男性更年期症状と思われる不調を感じている」「男性更
年期症状かはわからないが，疑わしい不調は感じている」
のいずれかの回答者に対し，男性更年期症状と思われる
症状の仕事への影響について，「集中できない」「労働時
間が減った」「ミスが増えた」「休みを取ることが増えた」
「評価が下がった・降格した」「退陣トラブルが増えた」
「昇進を辞退した」「重要な案件を降りた」「その他（自由
回答）」の選択肢から複数回答で回答を求めた．
⑦男性更年期症状と思われる症状への対処の状況
　「男性更年期症状と思われる症状（疑わしい症状を含
む）の有無」で「医療機関で男性更年期と診断された」
「男性更年期症状と思われる不調を感じている」「男性更
年期症状かはわからないが，疑わしい不調は感じている」
のいずれかの回答者に対し，男性更年期症状と思われる
症状への対処の状況について，「我慢する（特に何もしな
い）」「食事や運動など生活習慣を改善する」「市販薬・サ
プリメント等を服用する」「医療機関を受診する」「その
他（自由回答）」の選択肢から複数回答で回答を求めた．

III．倫理的配慮

　本研究は，千葉大学大学院医学研究院の倫理委員会の
倫理審査を受け，研究実施の承認を得ている．（受付番
号：M10801）

IV．結　果

1．対象者の背景
　表 1に対象者の基本属性を示した．有効回答数1,811名

表 1．基本属性

合計 A社 B社 C社 p値
多重比較の p値

A社-B社 B社-C社 C社-A社
1．年代
　35～39歳 238（ 13.1％ ） 55（ 17.7％ ） 51（ 22.7％ ） 132（ 10.3％ ）

p < .05 p < .05 p < .05 p < .05

　40～44歳 243（ 13.4％ ） 54（ 17.4％ ） 57（ 25.3％ ） 132（ 10.3％ ）
　45～49歳 254（ 14.0％ ） 66（ 21.3％ ） 57（ 25.3％ ） 131（ 10.3％ ）
　50～54歳 348（ 19.2％ ） 48（ 15.5％ ） 24（ 10.7％ ） 276（ 21.6％ ）
　55～59歳 400（ 22.1％ ） 53（ 17.1％ ） 24（ 10.7％ ） 323（ 25.3％ ）
　60歳以上 328（ 18.1％ ） 34（ 11.0％ ） 12（ 5.3％ ） 282（ 22.1％ ）
2．役職
　役員 23（ 1.3％ ） 7（ 2.3％ ） 9（ 4.0％ ） 7（ 0.5％ ）

p < .05 p < .05 p < .05 p < .05
　管理職（マネジメント層） 577（ 31.9％ ） 86（ 27.7％ ） 79（ 35.1％ ） 412（ 32.3％ ）
　役職なし（スタッフ層） 962（ 53.1％ ） 206（ 66.5％ ） 135（ 60.0％ ） 621（ 48.7％ ）
　その他 249（ 13.7％ ） 11（ 3.5％ ） 2（ 0.9％ ） 236（ 18.5％ ）
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のうち，最も多かったのは年代では「55～59歳」の400名
（22.1％）であり，役職では「役職なし（スタッフ層）」
962名（53.1％）だった．属性別の有効回答の割合には明
らかな差がなかった．各社の基本属性の構成割合には年
代（p < .05），役職（p < .05）ともに 3社間で差を認め
た．最も多かった年代は，A社は「45～49歳」で66名
（21.3％），B社は「40～ 44歳」「45～ 49歳」で 57名
（25.3％），C社は「55～59歳」で323名（25.3％）だった．
最も多かった役職は，構成割合は異なるものの，いずれ
も「役職なし（スタッフ層）」であった．

2．男性更年期障害に関する認知度
　表 2に男性更年期症害に関する認知度における「全く
知らない」を除いた割合を示した．全体の認知度は
79.2％で，A社が 1番高く269名（86.8％），B社は175名
（77.8％），C社は990名（77.6％）であり， 3社間に差は
なかった（p = .25）．

3．AMSスコアおよび年代別の AMSスコア
　表 2に AMSスコアの集計結果を示した．全体では，
「なし（26点以下）」が33.0％，「軽度（27～36点）」が

36.1％，「中等度（37点～49点）」が21.5％，「重度（50点
以上）」が9.4％だった． 3社各々の AMSスコアの分布を
見ると， 3社間には割合に差があり（p < .05），「なし（26
点以下）」の割合は C社で低かった．一方で，「中等度＋
重度」の割合は 3社の間で割合に差がなかった（p = .09）
ものの，多重比較の結果をみると A-B社間（p = .15），
B-C社間（p = .09）に比して C-A社間（p = .74）であり，
B社が他社と比べてやや低い傾向であった．
　図 1に年代別のAMSスコアの集計結果を示した．AMS
スコアを年代別に見ると，「なし（26点以下）」の割合は，
年代が上がるにつれて漸減し，「軽度（27～36点）」は漸
増する傾向にあった．「重度」の従業員の割合が最も高
かった年代は，「55～59歳」の13.8％であった一方で，
「60歳以上」となると7.3％と減少した．

4． 男性更年期症状と思われる症状（疑わしい症状を含
む）の有無とプレゼンティーイズム

　表 2に男性更年期症状と思われる症状（疑わしい症状
を含む）の有無とプレゼンティーイズムの結果を示した．
全体では「症状はなく，日常の生活に支障もない」を除
いた割合は1,073名（59.2％）で， 3社間に差はなかった
（p = .97）．
　また男性更年期症状と思われる症状（疑わしい症状を
含む）を持つ従業員のプレゼンティーイズムの全体平均
は26.4％，各社の平均は A社26.3％，B社34.1％，C社
25.2％であり， 3社間に差を認め，B社が有意に高い結
果であった（p < .05）．さらに，症状を持つ従業員のうち

159名（14.8％）が，プレゼンティーイズムが50％以上で
あると回答していた．
　AMSスコアの分類別のプレゼンティーイズムの平均値
は，AMS が「なし（26点以下）」では 18.5％，「軽度
（27～36点）」では22.6％，「中等度（37点～49点）」では
29.2％，「重度（50点以上）」では38.2％で，AMSスコア
による分類が重くなるにつれ，プレゼンティーイズムの
平均値も高くなった．

5． 男性更年期と思われる症状の仕事への影響と，その症
状への対処の状況

　表 2に男性更年期症状の仕事への影響に関する結果と，
その症状への対処の状況を示した．集計は，男性更年期
の症状を感じていると回答した1,073人を対象とした．
　仕事への影響は回答が多い順に「集中できない」が
58.7％，「労働時間が減った」が29.9％，「ミスが増えた」
が26.0％だった
　症状への対処の状況は「我慢する（特に何もしない）」
が55.9％，「食事や運動など生活習慣を改善する」が
34.9％だったが，「医療機関を受診する」と回答した者は
6.9％のみだった．

V．考　察

　本調査によって，日本企業における男性更年期の実態
の一端が明らかになり，男性更年期症状が労働生産性に
大きな影響を与える可能性が示唆された．今後企業は男
性更年期障害に関する教育や啓発活動，医療機関を巻き
込んだサポート体制を強化することが求められると考え
る．
　社会の着目が集まり男性更年期の認知度は高まりつつ
あるが，実際の症状や治療法の認知度よりも「名前だけ」
の認知度の方が高い．先にあげた2022年に実施された厚
生労働省の調査10）でも，男性更年期について「聞いたこ
とはあるが，内容についてよく知らない」と回答した割
合は高く，本調査と同様の傾向が見られた．また，「男性
更年期症状かはわからないが，疑わしい症状は感じてい
る」の割合が約半数であることからも，男性更年期症状
に関する知識が不足しているがために，男性更年期か断
言はできないが疑わしい不調を感じている従業員が一定
数いると考える．
　AMSスコアの結果を見ると，35歳以上の31.0％が通常
医療機関の受診を推奨される中等度以上に該当しており，
医療機関の受診勧奨をすべき従業員が一定数存在してい
る．AMSスコアが「重度」の割合は，年齢と共に増加し
ていたが，60歳以上では割合が低くなっていた．この傾
向は，厚生労働省の調査10）と合致していた．これは60歳
以降でも就労継続している従業員は，比較的労働意欲が
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高くて健康なためである可能性がある．ただし，60歳を
超えると，加齢に伴う心身の盛衰を受容し，主観的評価
である AMSスコアが改善する可能性も考えられる．年
代ごとに『中等度＋重度』の割合が増加していく傾向も
厚生労働省の調査10）と同様である．また，業種によって
AMSスコアが「なし（26点以下）」の割合が異なったの
に対し，「中等度＋重度」の割合には差が見られなかった
ことは興味深い結果である．AMSスコアの質問項目には
身体症状，精神・心理症状，そして性機能症状が含まれ
る．健康と判断される「なし（26点以下）」の従業員が C
社で少ないのは，建設業の C社のみが肉体労働を含む業
種のためであると考えられる．受診が推奨される「中等
度＋重度」の男性更年期障害を疑う従業員は全体で 3割
程度存在し，これは業種には依存しない可能性がある．
B社において「中等度＋重度」の割合がやや低いように
も見えるが，これは B社の年齢分布が他社に比して若い
ことによるものと推察される．
　加えて，男性更年期症状と思われる症状（疑わしい症
状を含む）を原因としたプレゼンティーイズムの平均値
は26.4％で，一般的な従業員のプレゼンティーイズムの
平均値は22.9％という調査結果15）があることから，男性
更年期症状（疑わしい症状を含む）がある従業員は，一
般的な従業員のプレゼンティーイズムよりも大きくなる
ことを示唆している．B社のプレゼンティーイズムは他

の 2社に比して特に高かったが，これが情報通信業とい
う業種に起因するのかについては，今後の大規模研究で
探索する必要がある．また，AMSスコアの分類が重くな
るにつれ，プレゼンティーイズムの平均値は悪化したこ
と，男性更年期症状と思われる症状の仕事への影響とし
ては「集中できない」が最も多く挙げられたことから，
男性更年期症状が仕事のパフォーマンスに影響を与える
とともに，症状に伴う労働損失が一定程度発生している
可能性が示唆された．特に建設業の C社では「労働時間
が減った」という項目が他 2社より回答の割合が高く，
従業員の労働時間の損失は企業にとっての直接的な損失
だと考えられる．一方で，男性更年期症状への対処法と
しては「我慢する（特に何もしない）」と回答した割合が
一番高く55.9％で，「医療機関を受診する」と回答した従
業員は6.9％に留まった．2022年の厚生労働省の調査結果
でも，医療機関の受診率に関しては低く，更年期症状を
自覚し始めてから 1か月未満～ 3か月程度で受診した従
業員の割合は40歳代で9.2％，50歳代で6.1％であり10），男
性更年期症状で受診が推奨される従業員の多くが，医療
機関受診を選択肢として考えられていないことが伺える．
また，その症状が男性更年期症状でなかったとしても，
症状が類似する精神疾患が見過ごされている可能性も考
えられる．
　今回の調査では，どの業種の企業においても男性更年

図 1．年代別の AMSスコア
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期症状が男性従業員の QoLのみならず仕事におけるパ
フォーマンスに影響している可能性がある一方で，男性
更年期症状の対処に対する認識の低さと医療機関へのア
クセスの難しさの実態が一部明らかとなった．
　産業保健活動の一環として企業が男性更年期症状に関
する啓発活動や受診を促す等のサポート体制を強化して
いくことが，男性従業員自身の健康だけでなく，従業員
および企業の生産性向上のためにも重要である．
本調査の限界：
　本調査の限界として，男性更年期症状と思われる症状
の有無は本人の限定された知識に基づく主観による判断
のため，医師の診断によっては別の疾患による場合が想
定され，本調査の結果だけでは男性更年期症状による影
響とは言い切れない．また， 3社だけのパイロットスタ
ディのため一般化できるとは限らない．
　今後，より多くの業種の協力企業での調査や受療行動
によって男性更年期障害と診断された従業員についての
調査，自己判断と実際の医学的判断の結果の差異などを
通じて，真の影響がどの程度かの試算をする必要がある．

謝辞：本調査の実施にあたり，各社の産業医の先生方や
担当の皆様に多大なるご協力をいただきました．この場
を借りて深く感謝申し上げます．さらに，産業（衛生）
界での男性更年期に関する調査の必要性を生前常に訴え
ておられた故・熊本悦明先生に本調査研究を捧げたいと
思います．
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Abstract: Objects: Male menopause, or late-onset hypogonadism (LOH) syndrome, affects the physical and mental well-being of 
middle-aged and older men. In Japan, awareness remains low, leading to underdiagnosis and undertreatment. This study investigated 
health issues, literacy, and presenteeism related to male menopause among working Japanese men, considering differences in indus-
try and occupation. Methods: A survey was conducted among 3362 male employees aged ≥ 35 years at three companies in Tokyo 
representing different industries. The survey included questions on health status, aging male symptoms (AMS) scores, health literacy, 
workplace environment, and work impact. Presenteeism was evaluated using the single-item presenteeism question (SPQ), developed 
by the University of Tokyo. The survey was conducted anonymously on the company's internal server. Results: There were of valid 
respondents was 1,811. The respondents' demographics showed an even age distribution from 30s–60s and above. Job positions 
included 1.3% executives, 31.9% managers, and 53.1% staff-level employees. Awareness of "male menopause" was high (79.2%), 
but awareness of its specific symptoms was low (19.0%). Of the participants, 9.4% had severe AMS scores and 21.5% had moder-
ate scores, indicating that one-quarter had moderate or higher symptoms. The most common impact on work was the inability to 
concentrate (58.8%). The average performance score of employees with mild or severe symptoms was 73.6%, suggesting that the 
prevalence of presenteeism owing to male menopausal symptoms was 26.4%. Additionally, 14.8% of the employees with symptoms 
reported a performance score of ≤ 50%. Conclusions: This study highlights the reality of male menopause in a large corporation 
and suggests that male menopause symptoms may significantly affect presenteeism.
(Sangyo Eiseigaku Zasshi 2026; 68: 99–106)




